
災害の発⽣後は被災地⽀援や義援⾦募集を名乗る詐欺的トラブルや悪質商
法が多数発⽣します。不審な電話やSNSのダイレクトメッセージ（DM）には
⼗分に注意してください。不審な電話やDMなどのやりとりには対応せず、万が
一、訪問があっても断ってください。
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地震等の災害に便乗した詐欺的トラブルや不審なSNS勧誘にご注意ください

 不審な電話はすぐに切り、来訪の申し出があってもきっぱり断りましょう。SNSでの不審
なDMやメールには反応せず、おかしいと思ったらすぐに連絡を絶ってください。個人情
報は絶対に伝えず、⾦銭を要求されても⽀払ってはいけません。

 公的機関が各家庭に直接電話をして義援⾦を求めたり、個人情報を尋ねたりするこ
とはありません。公的機関を名乗る連絡があった場合は⼀度電話を切り、⾃⾝で確
認しましょう。

 被災地⽀援をうたうDMが届いた際は、⽀払う前に事業者の公式ホームページ等で
真偽を確認してください。

 「〇〇Payで返⾦します」と⾔われたら詐欺を疑いましょう。被害に遭ってしまった場合
は、すぐにコード決済サービス事業者に申し出て、警察にも相談してください。

 寄付や義援⾦は、募っている団体の活動状況、使途、⼝座振り込みの場合は振込
先の名義などをよく確認し、納得した上で寄付しましょう。

 愛媛県内の全ての市町に「消費生活相談窓⼝」が設置されています。
 愛媛県消費生活センターでも消費生活に関する相談を受け付けております。

愛媛県消費者被害防止
⾒守り推進ネットワーク

事務局

消費者ホットライン １８８
（最寄りの消費生活相談窓⼝につながります。）

又は 愛媛県消費生活センター ０８９－９２５－３７００(相談専用)消費者庁 消費者ホットライン188
イメージキャラクター イヤヤン

愛媛県消費生活相談窓口
イメージキャラクター
「こまどりのＰiＰi」

【事例】
○被災地⽀援名目の不⽤品の買い取り訪問
「被災地に届けるため不用品を買い取りたい。代⾦を渡すので家にいてほしい。」との電

話があり来訪を承諾したが、不審なので断りたい。
○公的機関をかたる個人情報の聞き出し
市役所分庁舎や消防団を名乗る者から電話があり、要⽀援者登録や家族構成、在

宅時間などを聞かれた。不審に思い問い詰めると電話を切られた。
○被災地⽀援(寄付)をうたう不審なSNSのDMから誘導される「〇〇Pay」詐欺
「指定サイトで商品を購⼊すれば被災地に寄付でき、後から購⼊額より多い⾦額がコー

ド決済で返⾦される」というDMからLINEに誘導された。最初は返⾦されたが、徐々に⾦
額を吊り上げられ、最終的に10万円を⽀払った後に返⾦されなくなった。


